
現 行 改正後

３ 貸金業関係 ３ 貸金業関係

３－１ 登録の申請、届出関係 ３－１ 登録の申請、届出関係

貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第２章の規定に基づく、貸金業の登録の 貸金業の規制等に関する法律（以下「法」という。）第２章の規定に基づく、貸金業の登録の

申請並びに変更及び廃業等の届出の事務処理については、以下のとおり取り扱うものとする。 申請並びに変更及び廃業等の届出の事務処理については、以下のとおり取り扱うものとする。

３－１－１、２ （略） ３－１－１、２ （略）

３－１－３ 変更届出の処理 ３－１－３ 変更届出の処理等

、 （略） 、 （略）

（新規） 日賦貸金業者は、出資法附則第１０項において同法附則第９項に規定する業務の方法以外の

方法により貸金業を営んではならないとされていることなどから、日賦貸金業者以外の貸金業

者から日賦貸金業者へ変更が行われる場合等においては、次に掲げる事項に留意するものとす

る。

① 日賦貸金業者以外の貸金業者から日賦貸金業者へ変更する場合

法第８条の規定に基づく登録変更の届出により、日賦貸金業者への変更は可能であるが、

変更前に貸し付けた出資法附則第９項に規定する業務の方法（以下「日賦の方法」という。

）以外の方法に係る貸付債権を、変更後に当該貸金業者が回収することも、日賦の方法以外

の方法により貸金業を行っているものとして、出資法違反となること。

② 日賦貸金業者から日賦貸金業者以外の貸金業者へ変更する場合

法第８条の規定に基づく登録変更の届出により、日賦貸金業者以外の貸金業者への変更は

可能であるが、変更前に日賦貸金業者として貸金業者の本則金利を超えて貸し付けていた債

権について、変更後においても引き続き当該本則金利を超えた割合による利息を受け取った

場合には、出資法違反（高金利）となること。

３－１－４～８ （略） ３－１－４～８ （略）

３－２ 業務関係 ３－２ 業務関係

貸金業者に対する法第３章の規定に係る監督に当たっては、次により取り扱うものとする。 貸金業者に対する法第３章の規定に係る監督に当たっては、次により取り扱うものとする。

３－２－１～４ （略） ３－２－１～４ （略）

（新規） ３－２－５ 日賦貸金業者の監督

上記のほか、日賦貸金業者の監督に当たっては、日賦貸金業者は他の貸金業者に比して債権の



回収にコストがかかることなどを考慮して出資法の上限金利の特例が認められているという趣旨

に鑑み、また、資金需要者等の利益の保護等を図る観点から、次に掲げる事項に留意するものと

する。

出資法附則第９項第１号において、日賦貸金業者の貸付けの相手方が主として営む業種は、

物品販売業、物品製造業、サービス業に限られているが、業種の判断については、原則として

、日本標準産業分類表を参考とすること。

例えば、日賦貸金業者が、建設業者、不動産業者、サラリーマン、主婦等に貸し付けること

は、出資法違反となること。

日賦貸金業者の貸付けの相手方が常時使用する従業員の数は５人以下とされているが、常時

使用する従業員数の算定に当たっては、正社員に限らず、臨時雇用であっても、数ヶ月程度の

期間にわたり雇用されている場合などにおいては、実態に即して常時使用する従業員に含むも

のであること。

出資法附則第９項第２号において、返済期間は１００日以上と定められているが、当初の契

約における返済期間が１００日以上であったとしても、日賦貸金業者側が貸付けの相手方に債

務の借換えをさせたり、正当な理由なく期限の利益を喪失させるなどして繰上弁済をさせるな

どにより、事後的に返済期間が１００日未満となっている場合には、出資法違反となる場合が

あること。

出資法附則第９項第３号において、日賦貸金業者は返済期間の１００分の５０以上の日数に

わたり、かつ、貸付けの相手方の営業所又は住所において自ら集金するよう定められているが

、取立て日数の割合の算定に当たっては、貸付けの相手方が貸金業者の営業所に自ら返済金を

持参し、それを受領したとしても取立て日数には算入されず、実際に相手方に訪問した日数の

みを算入するものであること。

なお、日賦貸金業者が集金のため相手方に訪問したものの集金できなかった場合には、帳簿

等に訪問日時が記載されているなど、集金のために訪問したことが客観的に明らかになってい

る場合に限り、取立て日数に算入するものであること。

また、土・日・祝祭日など日賦貸金業者又は債務者の休日であっても、相手方に集金のため

訪問しなかった場合には取立て日数の割合の算定には考慮されないこと。

数日分の返済金をまとめて前受けした場合、受領した金銭のうち１日当たり０．１５％の割

合により算出された出資法上の上限利息を超えた部分を元本に充当せず、利息として受領した

場合には、受領時点において出資法違反（高金利）となること。

いわゆる日賦償還表を法第１８条の受取証書としている場合（法第１８条第１項各号に掲げ

る事項がもれなく記載されており、かつ、貸付けの相手方が当該償還表を保有している場合に

限る。）においては、返済金を前受けした場合や遅延損害金等を受領した場合など当初の日賦

償還表の償還スケジュールに変更があった場合には、当該日以降の償還表の記載事項の変更を

行うか、又は、当該日以降返済を受けた都度、法第１８条の受取証書を交付する必要があるこ

と。

また、貸付けの相手方から、返済の都度、個別に受取証書を交付するよう請求があった場合

には、個別に受取証書を交付しなければならないこと。


